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流動比率と収益性分析に関する試論
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A･A利益率-





















･営要語品慧崇 益×旦鴛 欝 杢
すなわち､A･A利益率 とその他資本利益率に
営業資本構成比､その他資本構成比をそれぞれ加
重して､両者を合算したものが総資本当期利益率
であるから､これにより収益性に対する両者の貢
献度が分明する｡
次にこの貢献度と上述のA･A利益率を構成す
る三要素との関連を､前記日経決算公告特集の企
業群の中から実証的に検討してみると､次の諸点
がうきぼりにされた｡
第-はA･A利益率 ((注2)操作前の数値)20
%以上の高収益企業では､流動比率は最低の場合
でも150%を割 り込むことがなかった｡
第二はA･A利益率がかなり高 くても､それが
流動比率以外の因子によって支えられている場合
は､おしなべて上記のその他資本利益率がマイナ
スとなり､全体の総資本利益率を押し下げる結果
となっている｡
この関係を試算表等式によって図形化してみよ
う｡流動比率が低 くても利益率はプラスであると
いう財務体質は第2図のような形をとる以外には
ありえないOここで読みとれるのは､自己資本の
著しい弱体ぶ りであり､いわゆる国定流用的な財
務体質がうきぼりにされる｡必然的に支払利息等
の営業外支出が受取利息等の営業外収入を大幅に
上回る形となり､これがA･A利益率に食い込み､
総資本利益率をダウンせ しめる結果となっている
のである｡
以上の検証により､流動比率の高低が､収益性
の高低にかなりの因果関係を以て影響を与えてい
る事実を､臨床的にも見出すことができる｡
おわリに
流動比率は静態的には財務の安全性をはかる指標
として意義を認めうるが､一方､流動資産の回転効率
などの面からみた場合には､その保有の高さは流動性
を損うものであり､双方の視点には明かに二律背反的
な要素がある｡
この関係をより適確に整理づけるのか今後の課題
であるが､流動性とは本来､発生主義の土俵で論ぜら
れるのは不十分であると考えられるのにくらべ､流動
資産と収益性の関係には二律背反的な要素がなく､論
理的には単純明快であろうと思われる｡試論として掲
げる次第である｡
(なかじま ひろと 講師)
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